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写真2
団地内の多世代が集うコミュニティ空間

（京都府八幡市）

１．本調査研究の背景・目的

高齢者の暮らしや住まいの支援といったソフトな居住・移住支援も含め、

地域が一体となった都市の再構築の手法及び居住・移住に向けた課題を調査し、

多様な世代の共生に向けた都市の再構築のための手法を整理する。

写真1
既存ストックを活用した生活利便施設

（福岡県宗像市）

写真3
生活支援のための自動運転車

（愛知県春日井市）

※以降、写真はいずれも国土交通政策研究所が撮影。 2

人口減少・高齢化が進行する中、多様な世代が共生する「ミクストコミュニティ」の形成に
より、高齢者の暮らしや住まいの支援、子育て支援等に対応することが求められている。
都市部においてはコミュニティの希薄化も指摘されているが、既存ストックを地域一体
で活用しながら多様な世代の交流の機会となるコミュニティ形成の場を創出する取組も
みられる。



２．調査手順と内容
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多様な世代の共生
の実現に向けた課
題点・現在の取組状
況の把握

詳細調査の
対象事例の
選定

多様な世代の
共生に向けた
取組の詳細事
例調査

多様な世代の
共生を実現す
るための手法
の検討

2024年度 2025年度

○ 多様な世代の共生を実現するための手法の検討に向けて調査研究を実施。

【2024年度調査】

多様な世代の共生の実現に向けた課題点、現在の取組状況の把握

• 高齢者の建物賃貸借契約を巡る課題点の把握（文献調査・ヒアリング調査）

• 高齢者に対する居住支援、移動支援及び多様な世代の共生に向けた取組の把握（アンケート調査）

• 事例調査

次年度の詳細調査の対象となる事例選定

【2025年度調査（予定）】

多様な世代の共生に向けた取組（高齢者に対する居住支援、移動支援及び多様な世代の共生に向けた取組）

の詳細事例調査

• 取組に主体的に関わる担い手に対するインタビュー調査

• 特徴的な取組に対する現地調査

多様な世代の共生を実現するための手法の検討



1. 高齢者の建物賃貸借契約を巡る課題点の把握（文献調査・ヒアリング調査）

2. 高齢者に対する居住支援、移動支援及び多様な世代の共生に向けた取組の把握（アンケート調査）

3. 事例調査

高齢者の建物賃貸借契約を円滑化するための取組

ノビシロハウス亀井野（神奈川県藤沢市）、あんしん住宅事業（東京都町田市）、

熊本市居住支援協議会の残置物モデル契約条項普及活動（熊本県熊本市）、

大田区居住支援協議会の居住支援の活動（東京都大田区）

郊外住宅団地等における高齢者の移動支援の取組

グリーンスローモビリティを活用したモビリティ事業（東京都町田市）、お出かけ支援（兵庫県川西市）、

南花台モビリティクルクル（大阪府河内長野市）

多様な世代の交流に向けた取組

明舞団地における多世代共生に向けた取組（兵庫県神戸市・明石市）、地域共生型居場所事業（兵庫県川西市）、

コノミヤテラス（大阪府河内長野市）

３．2024年度の調査の概要

• 多様な世代の共生を実現するためには、年齢を重ねてもなお、自分の希望に合った住宅を選択し、
移動手段が確保され、地域住民と支え合う環境が必要。

• ミクストコミュニティの形成に向けた取組のうち、高齢者の居住を重点的に調査。
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具体的調査項目

調査内容



5

入居者サポー

ター目線
家賃債務保証業者目線

不動産管理業者

目線
不動産仲介業者目線

調査対象名
質問項目

（◎は質問した事項）

(一財)高齢者

住宅財団

(一社)

全国保証機構

家賃債務保証

事業者協議会

(公財)日本賃貸住宅

管理協会

(公社)全日本

不動産協会

(公社)全国宅地建物

取引業協会連合会

◆契約締結前

◎◎◎◎
家主の高齢者に対する反応、契約成立の
ための条件等

◎◎家主に理解してもらうための工夫

◎◎◎
高齢者に対応している物件の過不足、設
備導入等の対応の実状

◎◎
国交省の死の告知ガイドラインに対する
対応の実態

◎◎終身建物賃貸借契約の活用の実状・課題
◎◎物件取引に生じている影響

◎◎◎◎◎保証人の確保の実状、有効な保険商品等
◎契約不成立時の対応

◆入居期間中

◎◎居住者トラブルの実状・課題
◎◎◎◎◎家賃滞納の発生の実状
◎◎◎地域との連携
◎◎◎◎◎見守りサポートの実状・課題

◎◎◎
見守りサポートに対するニーズや制度等
に対する要望

◆契約終了時

◎◎◎◎◎◎残置物処理の対応の実状
◎◎◎◎◎◎特殊清掃の対応の実状
◎◎◎◎◎◎相続人対応の実状

○ 高齢者の建物賃貸借契約の実態及び実務上の課題を明らかにすることを目的に、賃貸住宅市場に関係する事
業者団体等に対してヒアリング調査を実施。

○ 建物賃貸借契約の実態を網羅的に把握するため、「契約締結前」「入居期間中」「契約終了時」別に調査。

表1 調査対象及び主な調査項目

４．高齢者の建物賃貸借契約を巡る課題点の把握



◆契約締結前の実態及び実務上の課題①

【高齢者の受入れについて】
少子高齢化に伴い高齢化率が上昇する中、賃貸住宅市場全体で高齢者を受け入れていく傾向に変
化しつつあるが、年齢や健康状態等の具体的な事情も踏まえて受入れが検討されており、緊急連絡
先の確保や家賃債務保証業者の利用が契約締結の前提条件となっている。
賃貸人の不安を軽減する実務上の工夫として、少額短期保険の利用や見守り機器の導入、申込時の
ヒアリングを丁寧に実施すること等が挙げられた。
高齢者の入居は断られることや審査が通らないことも多く、高齢者の入居を受け入れる物件は依然
として少ないため、賃借人の希望条件と実際に入居できる物件のかい離が大きくなる傾向。

【各制度の活用状況】
○死の告知に関するガイドライン※1に沿った対応

ガイドラインに沿った運用が概ね行われている。

○残置物の処理等に関するモデル契約条項※2等の委任契約に基づいた対応
モデル契約条項の活用が一部で開始。孤独死は年々増加しており、今後活用が進む可能性。
賃借人が理解できるようにモデル契約条項を説明することが困難である点、受任者が見つからない
点、指定残置物の指定が賃借人にとってハードルとなっている点が課題として指摘された。

○終身建物賃貸借契約の活用
バリアフリー要件がハードルになっているとともに周知に課題がある。相続放棄するケースが多く制
度の意味が薄い。

４-１．ヒアリング調査結果

6
※１ 国土交通省（2021）「宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」, https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo16_hh_000001_00029.html

※２ 国土交通省・法務省（2021）「残置物の処理等に関するモデル契約条項」, https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000101.html

制度の煩雑さや要件の厳しさが活用の妨げとなっている。



４-２．ヒアリング調査結果
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◆契約締結前の実態及び実務上の課題②

【高齢者の家賃債務保証・身元保証】
○家賃債務保証の利用・少額短期保険の利用

家賃滞納リスクの担保として、家賃債務保証業者の利用が一般化。
保証内容として、賃料、共益費、更新料、原状回復費用、残置物処理費用等が含まれることが多い。
保証限度額以上の費用が特殊清掃等にかかる場合、賃貸人の金銭的負担が発生する場合もある。
家賃債務保証業者の審査は、年齢を問わず収入と属性等により判断されるが、高齢者特有の課題
（緊急連絡先が確保できない等）が審査の障壁となっている。
賃貸人による少額短期保険の活用は徐々に広まりつつあるものの加入は任意であり、賃借人が契約
する家賃債務保証が残置物処理等の費用を保証しているため、保険に加入していない賃貸人もいる。

○緊急連絡先の確保
緊急連絡先として推定相続人以外の親族や近くに住む友人・知人等が認められる場合もある。
法人を緊急連絡先とすることは大家・管理会社又は家賃債務保証業者の審査が通らないことが多い。
（法人の経営方針の転換や倒産リスク、担当者のたらい回し等の理由から避けられる傾向。法人を緊急連絡先と認
める場合、居住支援法人や実態調査の上で信用できる法人にのみ限定する運用も。）

個人の緊急連絡先を見つけられない高齢者は入居が難しい。

保証業者による原状回復費用の保証や少額短期保険の利用は原状回復にかかる
大家の金銭的負担を軽減する。



◆入居期間中の実態及び実務上の課題

【居住者間トラブルへの対応】
認知症患者は増加していくため、対策が必要。

【家賃滞納の発生】
家賃滞納の発生率は若年層と大きく変わらないが、高齢者は家賃滞納時の回収率が低い。

【見守りサポートの利用】
高齢者が居室内で死亡するリスクを軽減し、物件の事故物件化を避ける上で有益な手段。
利用にあたっては賃借人の費用負担が発生。また、詳細な入居者情報の把握（病歴、介護歴等）や情
報の福祉事業者等との共有にあたっては個人情報保護への配慮が必要。

◆契約終了時の実態及び実務上の課題（特に単身高齢者又は親族等の協力が得られにくい高齢者が死亡した場合）

【相続人対応】
相続人の探索に時間がかかる。相続放棄がなされた場合、賃貸借契約の解除に苦慮する。

【遺品・残置物整理への対応】
残置物の処理を適法に行う必要があるが、時間的・金銭的負担が大きい場合がある。
賃借人の死後事務にてトラブルが発生すると、賃貸人は以降の高齢者の受入れに慎重になることも。
賃借人がモデル契約条項とは異なる契約内容で残置物の処分に関する委任契約を締結する事例も。

【特殊清掃の対応】
孤独死等が発生し、特殊清掃が必要となった場合、原状回復費用（特殊清掃等費用も含む）が増大。
保険等により補償されたとしても、その後の家賃の減額等による賃貸人の減収が生じる。

４-３．ヒアリング調査結果
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適切な残置物の処理方法の確保に実務上の課題がある。

特殊清掃の予防的観点から、見守りによる早期発見を重要視。



Q1：取組の実施の有無
Q2：実施（把握）している居住支援の内容と支援対象者の属性（実施している自治体のみ・複数選択式）
Q3：関係機関名（関係機関の調整を行っている自治体のみ）
Q4：取組の課題（実施している自治体のみ、自由記述）
Q5：現在は実施していないが必要と考える取組（選択式）
Q6：現在取組ができていない理由・要因、今後実施するための必要な条件（自由記述）
Q7：居住支援の個別取組内容の回答（2事例まで）

【調査票1】
高齢者等の建物賃貸借を
円滑化する取組

Q1：取組の実施の有無
Q2：実施（把握）している取組の内容と支援対象者の属性（実施している自治体のみ・複数選択式）
Q3：移動支援に関する個別取組事例の回答（移動支援を選択した自治体のみ・2事例まで）

【調査票2】
郊外住宅団地等における
暮らしの支援

Q1：取組の実施の有無
Q2：多様な世代の交流に資する個別取組事例の回答（実施している自治体のみ・2事例まで）

【調査票3】
多様な世代の交流を
実現する取組

５．アンケート調査による取組の把握

目的：全国の地方自治体における下記取組の実施状況・個別事例の内容把握

【調査票1】高齢者等の建物賃貸借を円滑化する取組

【調査票2】郊外住宅団地等における暮らしの支援

【調査票3】多様な世代の交流を実現する取組

対象：全国の地方自治体（都道府県含む）全1,788自治体

期間：2024年10月4日～25日（一部地方自治体は11月下旬まで期間延長）

概要

調査項目
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５-１．アンケート調査結果

結果

回答自治体数（回答率）：1,104自治体*（61.7％）
*1通でも回答があれば1自治体からの回答とカウント

取組事例：全体で1,144事例

事例数回収数

2171,101調査票1

6551,093調査票2

2721,093調査票3

表２ 各調査票の回収数と回収事例数

330（30.0%）

680（62.2%）

210（19.2%）

771（70.0%）

413（37.8%）

883（80.8%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【調査票１】高齢者等の建物賃貸借を

円滑化するための取組

【調査票2】郊外住宅団地等に

おける暮らしの支援（移動支援等）

【調査票3】多様な世代の交流を

実現する取組

実施している 実施していない

図１ 各調査票における取組の実施状況

n=1,101

n=1,093

n=1,093

次頁以降、【調査票1】の結果を紹介
10

取組の実施状況



５-２．アンケート調査結果

「①入居相談」はおおむね30～５0％の自治体が、
いずれの支援対象者に対しても実施。

高齢者を対象とした入居支援（①～⑥）
「①入居相談」（47.6％）

「④関係機関との調整」（40.6％）

「②物件探し支援」（25.5％） の順で実施。

高齢者に対する契約期間中の支援（⑦～⑨）
「⑧見守りサポートの紹介」（23.3％）

「⑨緊急時対応」（16.4％）

「⑦家賃債務保証」（9.7%） の順で実施。

高齢者に対する契約終了時の支援（⑩・⑪）

「⑩死後事務等」（4.8％）

「⑪終活情報の登録」（2.1％） の実施割合は低い。

「その他」の支援内容（⑫）

・高齢福祉施設の紹介

・公営住宅の紹介

・入居費用・家賃等の補助

・葬式の執行

・引っ越しボランティア調整 等が挙げられた。

建物賃貸借を円滑化するための具体的な取組内容と支援対象者

N= 330

高齢者
子育て世
帯

障がい者 外国人
ひとり親
世帯

低額所得
者

刑余者

①入居相談 157 123 162 120 132 147 96

②物件探し支援 84 71 105 67 81 104 59

③賃貸借契約支援 27 23 44 21 25 34 19

④関係機関との調整 134 99 131 90 112 128 75

⑤住まいの確保 29 14 16 12 15 18 10

⑥緊急連絡先引受 13 9 12 8 11 12 7

⑦家賃債務保証 32 16 23 15 24 18 12

⑧見守りサポートの紹介 77 24 41 20 27 27 16

⑨緊急時対応 54 17 47 15 20 27 12

⑩死後事務等 16 4 7 5 4 9 4

⑪終活情報の登録 7 2 2 1 2 2 1

⑫その他 52 35 43 29 40 35 26

支援対象者

高齢者
子育て世
帯

障がい者 外国人
ひとり親
世帯

低額所得
者

刑余者

①入居相談 47.6% 37.3% 49.1% 36.4% 40.0% 44.5% 29.1%

②物件探し支援 25.5% 21.5% 31.8% 20.3% 24.5% 31.5% 17.9%

③賃貸借契約支援 8.2% 7.0% 13.3% 6.4% 7.6% 10.3% 5.8%

④関係機関との調整 40.6% 30.0% 39.7% 27.3% 33.9% 38.8% 22.7%

⑤住まいの確保 8.8% 4.2% 4.8% 3.6% 4.5% 5.5% 3.0%

⑥緊急連絡先引受 3.9% 2.7% 3.6% 2.4% 3.3% 3.6% 2.1%

⑦家賃債務保証 9.7% 4.8% 7.0% 4.5% 7.3% 5.5% 3.6%

⑧見守りサポートの紹介 23.3% 7.3% 12.4% 6.1% 8.2% 8.2% 4.8%

⑨緊急時対応 16.4% 5.2% 14.2% 4.5% 6.1% 8.2% 3.6%

⑩死後事務等 4.8% 1.2% 2.1% 1.5% 1.2% 2.7% 1.2%

⑪終活情報の登録 2.1% 0.6% 0.6% 0.3% 0.6% 0.6% 0.3%

⑫その他 15.8% 10.6% 13.0% 8.8% 12.1% 10.6% 7.9%

支援対象者

表下部の各割合は、表上部の各取組の実数を取組の実施総数（n＝330）で除した数値である。

表３ 建物賃貸借契約を円滑化する取組の実施状況（支援対象者別）

（実数）

（割合）

各値の背景に示される黄色の棒グラフは、各表の最大値（上・下の表ともに①の障がい者）を１とした場合の相対値を
バーで示したもの。

n=330
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回答者全体（A）では「⑩死後事務等」「①入居相談」「④関係機関との調整」の順で多く回答。

→賃貸借契約の終了や残置物の処理といった死後事務処理の必要性を最も多くの自治体が認識。

死後事務等を除いた回答傾向は以下の通り。
• 居住支援を行っている自治体（B）：「⑥緊急連絡先引受」「①入居相談」「④関係機関との調整」「⑧見守りサポートの紹介」

• 居住支援を行っていない自治体（C）：「①入居相談」「④関係機関との調整」「⑥緊急連絡先引受」

現在居住支援を行っている自治体の回答の割合（B/A）が4割を超えていたものは、
「③賃貸借契約支援」「⑥緊急連絡先引受」「⑧見守りサポートの紹介」「⑪終活情報の登録」。
→賃貸借契約の締結から入居中、契約終了時まで幅広い支援の必要性を認識。

現在居住支援を行っていない自治体が今後必要と考えている取組として回答したもののうち、「①
入居相談」「④関係機関との調整」は、現在居住支援を行っていない自治体の回答の割合（C/A）が7割
以上。

５-３．アンケート調査結果

表４ 今後建物賃貸借契約を円滑化するために必要な取組

実施状況別の割合
（B/A及びC/A）必要と考えている取組

①入居相談 256 23%

②物件探し支援 117 11%

③賃貸借契約支援 70 6%

④関係機関との調整 194 18%

⑤住まいの確保 95 9%

⑥緊急連絡先引受 176 16%

⑦家賃債務保証 121 11%

⑧見守りサポートの紹介 132 12%

⑨緊急時対応 142 13%

⑩死後事務等 298 27%

⑪終活情報の登録 86 8%

⑫その他 47 4%

全体（A）　n=1,101

62 19% 194 25%

39 12% 78 10%

31 9% 39 5%

55 17% 139 18%

34 10% 61 8%

78 24% 98 13%

43 13% 78 10%

55 17% 77 10%

47 14% 95 12%

99 30% 199 26%

37 11% 49 6%

13 4% 34 4%

居住支援を行っている自治体（B）
n=330

居住支援を行っていない自治体（C）
n=771

24.2%

33.3%

44.3%

28.4%

35.8%

44.3%

35.5%

41.7%

33.1%

33.2%

43.0%

27.7%

75.8%

66.7%

55.7%

71.6%

64.2%

55.7%

64.5%

58.3%

66.9%

66.8%

57.0%

72.3%

※3 ※4 ※5

※３ 割合は、（A）を、回答自治体数（n=1,101）で除した数値である。
※4 割合は、（B）を、現在居住支援を行っている自治体数（n＝330）で除した数値である。
※5 割合は、（C）を、現在居住支援を行っていない自治体数（n=771）で除した数値である。
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取組名実施主体名取組地域

ノビシロハウス亀井野株式会社ノビシロ神奈川県藤沢市

高齢者の
建物賃貸借契約を
円滑化する取組

1

あんしん住宅事業社会福祉法人悠々会東京都町田市2

残置物モデル契約条項普及活動熊本市居住支援協議会熊本県熊本市3

居住支援の活動大田区居住支援協議会東京都大田区4

グリーンスローモビリティを
活用したモビリティ事業

社会福祉法人悠々会東京都町田市
郊外住宅団地等に
おける高齢者の移

動支援の取組

5

お出かけ支援多田グリーンハイツ自治会兵庫県川西市6

南花台モビリティクルクル河内長野市大阪府河内長野市7

（明舞団地
における

多世代共生
に向けた

取組）

ふれあいお食事処
明舞ひまわり

NPOひまわり会

兵庫県神戸市・明石市

多様な世代の
交流に向けた取組

8
明舞まちづくり

交流拠点
（みなく～る明舞）

明舞サポーター会議

めいまい図書室めいまい図書室

地域共生型居場所事業あいまる川西共同事業体兵庫県川西市9

コノミヤテラス河内長野市大阪府河内長野市10

○ 高齢者の建物賃貸借契約を円滑化する取組、郊外住宅団地等における高齢者の移動支援及び
多様な世代の交流に向けた取組内容として把握した事例の中から10事例を調査。
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写真4 ノビシロハウス亀井野

写真5 交流スペースとして
活用されるカフェ

ノビシロハウス亀井野（多世代型コミュニティ集合住宅）名称

神奈川県藤沢市、2021年3月～
戸数：8戸（カフェ・コインランドリー併設）
賃料：高齢者7万円、若者3万5,000円
（高齢者5名（70代～90代）、大学生2名（2024年10月時点））

取組
概要

株式会社ノビシロ
実施
主体

転貸借を利用した定期借家契約（2年間・再契約可）
賃貸借契約（あおいけあ－ノビシロ）
転貸借契約（ノビシロ－入居者）

契約
形式

家賃債務保証業者による機関保証
＊個人の保証人は必須ではない

家賃
債務保証

連絡が付く人（兄弟、兄弟の家族等）
緊急

連絡先

• 赤外線による人感センサー
• 若者（ソーシャルワーカー）とのコミュニケーション

を通じた補助的な見守り
• 月1回のお茶会（ソーシャルワーカーが開催）への参加

見守り

賃借人の死亡に備え覚書を締結（ノビシロ－入居者）
＊残置物の処理等に関するモデル契約条項の活用
・賃貸借契約の解約委任
・残置物の処理

契約の終
了に向け
た取組

• 高齢者本人では契約が難しい場合、家族名義で契
約。

• 家賃滞納が生じた場合、家賃債務保証業者任せに
はせず、次の転居先を見つけ、退去支援。

• 高齢入居者が有償ボランティアとして活躍する機会
を提供（コインランドリーの清掃やカフェで販売する
コーヒー豆のラベル貼り等）。

その他
特徴的な

取組

図２ ノビシロハウス亀井野の賃貸借契約のスキーム

人感センサーの活用に加え、入居者同士のコミュニケー

ションを通じた自然な見守りを実施。

ソーシャルワーカーである若者に対しては、日々の声掛け、

月１回のお茶会のアレンジを行うことを契約書に記載。

賃貸借契約の解約と残置物の処理について覚書を締結す

ることにより契約を円滑に終了させる仕組み。

高齢者・若年層双方に対する社会参加の機会を提供。

North棟
・コミュニティスペース
・地域医療の拠点

South棟
（住居）

６-１．（株）ノビシロによるノビシロハウス亀井野の取組
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2016年 事業開始、2018年6月 居住支援法人指定

悠々会が大家と直接信頼関係を築き、物件を借上げ

るため、家賃債務保証や緊急連絡先が不要。

入居者のリスクに応じた見守りサービスの使い分け。

賃貸借契約の解約と残置物の処理について覚書を締

結することにより契約を円滑に終了させる仕組み。

入居者に対して生活支援や社会参加の機会を提供。

行政も取組を認知しているため、円滑な居住支援に

繋がる。

あんしん住宅事業名称

• 東京都町田市全域
• 専用物件は持たず、希望に応じて紹介。紹介可能な物

件は町田市全域で200～300室程度。2024年度は
120名程度が入居。

• 賃料：4万台～5万円台
• 高齢者に限らず生活保護受給者、精神障害者、家出少

女、DV被害者等若年層も支援。

取組
情報

社会福祉法人悠々会
実施
主体

転貸借を利用した借家契約
賃貸借契約（各戸所有者－悠々会）
転貸借契約（悠々会－入居者）

契約
形式

各戸所有者との信頼関係の構築により、賃貸人（各戸所有
者）、転貸人（悠々会）ともに不要。

家賃
債務保証

緊急
連絡先

• 入居者の抱えるリスクの度合いに応じて安価な見守り
サービスとセンサーによる見守りサービスを使い分け。

• 定期的に訪問等による安否確認も実施。
見守り

賃借人の死亡に備え覚書を締結（悠々会－入居者）
＊残置物の処理等に関するモデル契約条項を活用
・賃貸借契約の解約委任
・残置物の処理

契約の終了
に向けた取

組

• 生活支援サービスとして、買い物、通院、移動等の支援
を実施（市内の地域支援組織による日常生活支援サー
ビスを活用）。

• 入居者に対してボランティアやアルバイトを働きかけ、
社会参加や社会復帰の機会作りに努めている。

• あんしん住宅事業は町田市の関係部局も認知。居住支
援に関してたらい回しが生じにくい。

その他
特徴的な

取組

15

図３ あんしん住宅事業のスキーム

６-２．（福）悠々会によるあんしん住宅事業の取組



７．本日のまとめ

◆高齢者の建物賃貸借契約に着目

１．事業者団体等へのヒアリング調査による高齢者の建物賃貸借契約を巡る課題点の把握

• 高齢者の賃貸住宅への受入れが徐々に進展しているという前向きな変化が確認された。

• 一方、依然として①緊急連絡先の確保、②見守りサービスの費用負担とプライバシーの確保、
③契約終了時の適切な残置物の処理方法の確保、④終身賃貸借契約の活用、⑤滞納賃料の回
収等において実務上の課題点があることを確認。

２．地方自治体へのアンケート調査による高齢者の建物賃貸借を円滑化する取組の把握

• 賃貸借契約の締結から、入居中、契約終了時まで幅広い支援の必要性が認識されている中、特
に賃貸借契約の終了や残置物の処理といった死後事務処理の必要性を最も多くの自治体が認
識しており、問題意識が持たれている。

３．事例調査（高齢者の建物賃貸借契約を円滑化するための取組）

【ノビシロハウス亀井野（神奈川県藤沢市）】

• センサーによる見守りに加え、入居者同士（高齢者と若者）のコミュニケーションによる日常的な
見守りを実施。

【あんしん住宅事業（東京都町田市）】

• 専用物件を持たず、相談の都度、相談者の希望に応じて物件を紹介。

• 定期的な訪問や安否確認に加え、入居者のリスクに応じた見守りサービスの使い分け。

• 生活支援サービスとして、買い物、通院、移動等の支援を実施。

【共通事項】

• 賃貸借契約の解約と残置物の処理について覚書を締結し、契約を円滑に終了させる仕組み。

• 居住者に社会参加の機会を提供。
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８．2025年度の調査の方向性

• ミクストコミュティの形成に資する取組（高齢者に対する居住支援、移動支援及び多様な世代の
共生に向けた取組）について、２０２４年度の調査結果を踏まえ、持続可能な取組に向けた要点や

課題を分析・整理し、多様な世代の共生を実現するための手法を検討。

• ２０２４年度のアンケート調査にて把握した取組（高齢者に対する居住支援、移動支援及び多様な世代の共生に向

けた取組）の中から事例を選定し、当該取組に横断的・主体的に関わっている民間事業者を対象に、

運営スキームや取組の成果に関するインタビュー調査を実施（15～30団体程度）

• 特徴的な事例や自治体が積極的に支援している事例等について、地域における合意形成、役割
分担、行政の支援内容等に関する現地調査を実施（3～4事例程度）

具体的調査項目

調査内容

（ご参考）下記紀要論文も併せてご覧ください。

○ 国土交通政策研究所紀要第83号（2025年8月予定）https://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/index.html

• 大鎌元、深沢瞳「郊外住宅団地における地域コミュニティの再生 －明舞団地を例として－」

（2025年3月31日公開）https://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/pdf/2025/83_5.pdf

• 深沢瞳、鶴指眞志「高齢者の建物賃貸借契約における実務上の課題 －ヒアリング調査を通じて
見えた実態と今後の調査の視点－」

（2025年5月16日公開）https://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/pdf/2025/83_6.pdf
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